


























































































































































































































































































































































































































に関すること， 経営に関すること， 資金調達に関すること， 人
材に関することの４つに分類できる。
（１）認知に関すること
日本においては，ソーシャルビジネスに対する認知度や理解があまり
高くなく，社会におけるポジションが明確に確立されていない。ソー
シャルビジネスの多くは NPO法人であるが，NPOはボランティアであ
るといったような誤解がまだまだ多い。
次に，認知されている場合でも，人によって定義や理解が異なってい
る。民間企業が社会的活動を行うことや，社会的活動が事業性・営利性
を追求することに対する抵抗感があるように感じる。
更には，日本におけるソーシャルビジネスの活動は，志のある社会企
業家によって独自に行われているケースが多く，ネットワークを作って
いくような広がりや普及に欠けていることが多い。
経済産業省のヒアリング調査によると「大企業は，コミュニティビジ
ネスが，商売なのか社会的貢献なのか，位置づけがはっきりしないの
で，支援の仕方が分からない。企業側の理解が進んでいないのが実
情。」や「NPOは儲けなくてもよいという風潮が問題。NPOが自立する
ためにも，財政基盤の充実が必要。」と言った回答が見られた。
（２）経営に関すること
社会性と事業性とを両立させていかなくてはいかないのだが，そのよ
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うな経営ノウハウが確立されていないケースが多い。日本の場合，多く
の社会企業家は事業性に関する経営ノウハウに欠けている。
また，ソーシャルビジネス相互の間，ソーシャルビジネスと関連機関
（中間支援機関，金融機関，一般企業，大学・研究機関，政府・行政等）との間，
或いは，関連機関と他関連機関との間で，効果的に協調・協働・支援し
合う連携関係やネットワークが確立されていない。
経済産業省のヒアリング調査によると，「商売と社会貢献との対立が
ある中，フィフティ・フィフティの感覚を持ち，双方をどう絶妙にバラ
ンスさせるか，が重要。」や「多くの事業計画，予算計画は夢物語であ
ることが多い。」と言った回答が見られた。
（３）資金調達に関すること
認知が低いと言うこともあって，資金調達が容易ではない。現実的に
は，行政からの補助金等に依存しているケースが多い。
経済産業省のヒアリング調査によると，「金融機関は明確なリターン
を担保できないと融資できない。金融機関にソーシャルリターンをア
ピールすると，反発さえある。」や「融資判断をする際に，一見事業と
して成立しているように見えて，よく調べてみると行政からの委託や補
助金がかなりの割合で占めているというケースは多い。」と言った回答
が見られた。
（４）人材に関すること
そもそも，ソーシャルビジネスを起業・成長・巡航させることができ
る人材が質・量とも不足している。
経済産業省のヒアリング調査によると，「人材育成は最も大きな問
題。コミュニティビジネスの事業者はプロデューサーのようなものであ
り，如何にリーダー格となるプロデューサー作りを行っていくかが重
要。そういった実践型の人材育成のモデル事業を是非やっていただきた
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い。」や「女性はすんなり即戦力となる。男性は企業社会での権威を引き
ずる。意識のズレを解消する仲介者が必要。」と言った回答が見られた。
６．ソーシャルビジネスに吹く追い風
前章で述べたように，日本においてはソーシャルビジネスに関して多
くの課題が存在している。しかし，ここ数年，ソーシャルビジネスに追
い風が吹きだしているのも事実である。第１章で説明したように，世界
的に社会問題が注目されるようになってきている。また，先進国におい
ては，物質的な豊かさから精神的な豊かさを求めるようになってきた。
その結果，多くの社会企業家が誕生している。このことは日本において
も例外ではない。その上，学生を含め，多くの若者がソーシャルビジネ
スに興味を示すようになってきている。ソーシャルビジネスの認知が上
がり，若者を含めた多くの人や一般の企業もソーシャルビジネスに関心
を持つようになってきた。CSRの一環として社会貢献活動を行う企業
も増えてきている。更には，自社の事業そのものを社会貢献事業として
行う企業も多くなってきている。例えば，ファーストリテイリングは，
グラミン銀行と提携して，バングラデシュでソーシャルビジネスを展開
している。具体的には，バングラデシュの貧困層でも購入できる低価商
品を開発し販売している。資源調達から販売まで，一貫してバングラデ
シュで行い，雇用を創出している。
また，「新しい公共」政策がソーシャルビジネスを大きく後押しして
いると言っても過言ではない。新しい公共とは，公共サービスを市民自
身や NPOが主体となり提供する考え方である。これは，まさにソーシャ
ルビジネスのコンセプトでもある。これまでの公共サービスは，行政が
管理的に提供する立場，市民は供給される立場であった。新しい公共で
は市民も公共サービスの提供者となること，行政は市民に場を提供し，
信頼し，権限を移譲することが求められる。このように，社会問題の解
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決に関心を持ち，それを収益事業によって解決しようとする場合，新し
い公共によって行政からの支援を得られる可能性は高く，理解を示して
くれる企業も増えてきている。同じ問題意識を持った主体が増えてきて
いる。
このように，日本の地方においては，社会問題を収益事業として解決
しようとする試みが盛んに行われている。グローバル経済は重要ではあ
るが，その負の側面を修正するためにも地方に目を向け，そこで行われ
る経済活動によって地方の経済，更には日本の経済を活性化させている
ことは重要であると考えられる。これからはローカリゼーションに注目
が集まる時代あり，ソーシャルビジネスには強い追い風が吹いている。
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